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1 はじめに
本稿の依頼があったとき，学会誌に書評を書くなどは，私にはとても果たせる
任ではないと思った。しかも，執筆陣は名の知れた第一線の研究者達である。と
ても私が論評できる本ではないと思った。しかし，筑波大学の附属学校で副校長
6年，校長4年と学校管理職を務めさせていただいた私には引き受けざるを得な
い責任があるかなとも思った。高等学校の学校現場で教諭29年，学校管理職10年
のキャリアを積んできた現場教師の視点から，この書を読み解いてみたい。
本書は「大学院教育による学校管理職（校長・教頭），とりわけ校長の養成シス
テムの条件を解明し，そのために必要な養成プログラムの開発」を研究目的とし
て，科学研究費補助金を 3年間 (2000年度-2002年度）受けて進められてきた研
究プロジェクトの研究成果をまとめたものであり，総頁数428頁の大著である。研
究代表者（編著者）である小島弘道氏は，学校経営学の領域で学校経営政策論や
リーダーシップ論などに多くの研究業績があり，特に最近ではスクールリーダー
の養成に関する発言で注目を集めている。他に研究分担者には浦野東洋一氏，中
留武昭氏がおり，研究協力者を加えると総勢23名の執筆陣によるものである。
1990年代以降の教育改革において，学校経営についても大きな改革が進行して
いる。その特徴は，学校裁量権の拡大，学校経営責任の明確化，参加型学校経営
にあるという。ここにおいて問われるのは，校長のリーダーシップの重要性であ
り，その力量形成をどうするかという問題である。本書は，この問いに答えよう
とする。折しも，文部科学省は2007年4月の開校を目指して「教職大学院」構想
を固めつつある。本書は，最終部で「政策提言一校長の資格・養成と大学院の役
割ー」をまとめている。単に研究報告に終わらせず，政策提言という形で社会貢
献しようとする本プロジェクトの研究者達の意欲が伝わってくる。
※筑波大学附属坂戸高等学校
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2 本書の内容の概要
はじめに 5部構成の本書の内容を紹介する。
第1部 現代の学校経営改革と校長の力量
1990年代半ばからの学校経営改革の特徴は，学校の裁量権の拡大，校長の権限
拡大・強化，職員会議の補助機関化（合議制意思形成システムの後退），経営責任
の明確化（説明責任制・アカウンタビリティ），保護者等の学校経営への参画によ
る参加型学校経営（開かれた学校づくり，学校評議員制）にあるとされる。それ
は1956年の地方教育行政法制定から始まる行政主導の学校経営，そして校内管理
体制の確立を目指した「56年体制」を変容させる性格を有した改革であったとい
う。この改革は，自ずと校長の役割にも変容を促した。それまでの校長の機能は，
管理機能（マネジメント機能）が主であった。教育委員会が企画した学校経営政
策を学校現場で実施する際の調整及び統制が校長の機能であった。しかし，今日
では校長は経営機能（リーダーシップ機能）を持たねばならない。学校を活性化
させる事業を設計し，それを人材，財務，情報を活用して学校組織を通じて実現
させていく。すなわち校長は，自律的学校経営のリーダーシップを発揮しなけれ
ばならない。ここにおいて，校長に求められる力量の内容も変容する。かつての
校長には，学校経営に関わる法令・規則等を熟知して，その運用・活用によって，
遺漏なく教育政策を現場で実施していく調整カ・統制力が求められた。しかし，
これからの自律的学校経営における校長の資質能力には，学校内外の環境変化を
読み取り，ビジョンや目標および戦略を形成し，そのために必要な経営資源を調
達・運用・活用して目標や戦略を実現する力量，そしてこれらのプロセスで必要
な戦略的思考や能力，洞察力，先見力，直感力，判断力，決断力，リーダーシッ
プ，経営力が要求される。教育委員会に指示されたことを忠実に実施していく非
自律的学校経営の管理者であった従来の校長の力量では対応できない。民間の経
営能カ・手法を学校経営に導入するために，民間人校長も生まれた。しかし，外
部導入は一時しのぎに過ぎない。教育界自らが新しい資質能力を持った校長を養
成しなければならない。本書の研究者達は，この力量形成に関わる校長の養成を
大学院教育に求める。これまで校長の養成や資質能力の向上は主として教育行政
による採用・研修，人事を通じて行われてきた。しかし，行政主体の養成では自
律的学校経営のリーダーの養成は困難である。高度専門職業人としての校長を養
成する大学院修士課程のカリキュラムと大学院での養成を可能にするための法制
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的，組織的な整備の必要性を「政策提言」として示すことが本書の研究目的であ
る。
第2部 学校管理職の力量形成をめぐる歴史・現状・ 課題
校長会は，力量形成に機能していないこと，戦後初期には校長免許制度も存在
したが教育行政の統制強化の下に廃止されたこと，中央研修や都道府県管理職研
修の講義プログラムの変化にも校長に期待される力量内容の変化が読み取れるこ
と，現状の管理職試験は自律的学校経営のリーダーを選考するものにはなってい
ないこと，民間人校長導入には意義もあったが問題の本質的解決にはならないこ
となどを検証している。
第3部 これからの学校管理職に必要とされる力量
学校管理職養成大学院におけるカリキュラム編成の基礎資料を得るために，こ
れからの校長にとくに必要となる力量内容はなにか，学校での実務経験や先輩の
指導・影響といった OJT(On-the-Job-Training)や教育委員会等が実施する行政研
修では十分に形成されない力量内容はなにかを明らかにする。それが大学院で養
成すべき校長の力量になる。そのために，小学校・中学校の校長及び教務担当者
を対象に質問紙調査を行い，校長の力量形成について考察している。
その結果，校長が必要性を感じている力量は，次の 3点に集約される。
①不測の事態に備えた危機管理と，児童生徒の健康・安全を内容とする管理的カ
量
②「自分の学校の明確なビジョンの提示」「中期的な計画」「教職員への伝達・ 説
明」といった学校のビジョン・目標・計画の設定に関する力量
③ビジョン設定の力量の源である「教育に関する理念や価値観」「学校管理職とし
ての使命感」「学校教育の課題についての広い視野」などの見識
そして，学校管理職養成のための大学院への期待は，上の必要性にほほ符合し
ていた。これらの調査を総合すると，学校管理職養成において大学院教育が担う
べき役割はコンセプチュアル・スキルの形成であるという。具体的には，①「この
学校をこういう学校にしたい」というビジョンの提示 ②総合的な状況判断を必
要とする危機への対応 が中心となる。
第4部 諸外国における学校管理職の力量形成のための制度と内容
アメリカ，イギリス， ドイツ，フランス，中国，オーストラリアの6ヶ国にお
ける学校管理職の力量形成に関する最近の動向を検討している。いずれの国でも
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教育改革が推進され，校長の裁量権限と責任を拡大してきたという点において，
共通した趨勢を確認している。その中で，大学院における課程履修を制度上明確
に位置づけているのはアメリカのみであるが，他の国でもなんらかの形で大学が
校長の力量形成に役割を果たしていることを明らかにしている。
第5部 政策提言ー校長の資格・養成と大学院の役割一
本研究は次の成果を得たという。
①自律的学校経営の構築のためには，校長のリーダーシップ，力量が大きな意味
を持ち，校長は学校経営を担う高度専門職業人としての専門性と知を必要とす
るが， しかし，これまでの行政丸抱えの任用・養成・研修では限界がある。大
学院が校長の資格と養成に関わる仕組みを構築する必要がある。
②これからの校長にはビジョンや目標づくりの力量は重要で，これらは短期的な
行政研修では育成できない力量であり，これについては大学院が関与し，担う
ことが不可欠である。
③自律的学校経営の構築に向けた教育改革は先進諸国における共通の趨勢であり，
いずれの国においても校長の専門性の向上が課題になっており，校長の力量形
成のために大学や大学院が積極的に関与することが不可欠のこととなっている。
以上の研究成果から，本研究プロジェクトは，これからの校長の資格・養成シ
ステムの在り方を構想する上で大学院の役割がきわめて重要であることを「政策
提言」として提出している。その内容は，「大学院教育が必要な理由」「校長の専
門性，その性質」「大学院の目的」と続き，「カリキュラム」では，この大学院で
履修される授業科目例もあげている。さらに「修学要件等」「期待される効果」を
述べ，最後に「実現するに当たって検討し，整備すべき事項」として今後の課題
をあげている。
3 書評に代えて感想
以上通読して，書評せねばならないのだが，学校経営学という学問領域に暗い
評者には本書の学問的価値については云々できない。現場教師としての感想を述
べて書評に代えさせていただく。これからの校長にはどのような力量が必要であ
り，その力量形成には大学院教育が必要であることを様々な角度から論証した本
書は，喫緊の教育政策に大きな影響を与える労作であると高く評価したい。評者
も附属学校という特殊な学校ではあるが， 10年ほど学校管理職の任にあった。附
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属学校は，公立における教育委員会に相当する大学の管理統制力が弱いので，否
応なく自律的学校経営を余儀なくされた。評者が管理職になったのは1990年代半
ばの教育改革の嵐の吹き荒れる最中であったので，総合学科初年度校として学校
改革に取り組んだ勤務校における管理職の役割は，まさに「学校のビジョンを示
すこと」「新しい総合学科の教育課程編成を指導すること」「改革に向けて教職員
の意欲を高めること」などにあり，なんの管理職養成訓練も受けていなかった附
属学校の副校長には過酷な任務であったことを本書を読みながら思い出していた。
評者が自ら受けた管理職研修といえるのは中央研修だけであったが，中でも法規
演習は管理職としての意識を形成するのに役立ったが， しかし，力量形成という
にはあまりに短期の不十分な研修だった。管理職になって以来，校長会とは関わ
ってきて，現在，全国総合学科高等学校長協会の副理事長を務めているが，たし
かに校長会には校長の力量形成や養成の機能はない。また，ここ10年付き合って
きた公立高校の校長各位も教育委員会の指示に汲々としていることが多く，自律
的学校経営のリーダーという新しい校長像を示している方はほとんどいないとい
っていい。本書を読みながら，あれやこれやの現実を考えていると，大学院が学
校管理職の養成に一役を買い，管理職の資格を大学院が認定するという本書の提
案に強く賛同するものである。現状の公立学校の管理職試験は，どのように公正
にやったところで，教育委員会による統制機構の末端を担う管理職を選考する感
を免れず，自律的学校経営のリーダーが養成される可能性は少ないといわざるを
得ない。管理されることを拒絶することによって教師としての専門職性を意識し
たい多くの一般教員にとっては，行政の指示にのみ忠実な管理職をなかなか素直
には学校の未来を指し示すリーダーとは受け取れないのが現実である。行政の管
理職試験をパスしたという校長の資格ではなく，大学院の所定の単位を修得し，
しかるべき学位（教職修士というものが想定されているらしい）を取得した者が，
そのことを資格として校長になるならば，少なくも「行政の忠実な下僕としての
校長」への生理的な反発は非合理なものとなる。一般教員もスクールリーダーと
しての校長の示すビジョンを理性的に議論し，一般教員とは違った専門職性を持
った校長に敬意を持って従っていけるのではなかろうか。
このことを実現する際に重要なことは行政当局者の姿勢である。学校の裁量権
の拡大，校長の権限拡大・強化といっても，現在の実態はそれほど変わってはい
ない。自律的学校経営のリーダーとしては，行政に忠実に服従してばかりはいら
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れない。大学院で取得した資格（学位）を条件として校長を任用するならば，こ
れまでのように行政に従順な校長ばかりにはならない。行政に噛み付いてくる気
概を持った校長も出現するはずである。行政は，そういう自立した校長と議論で
渡り合う覚悟を持たねばならないし，そういう度量を持たねばならない。本書の
提言が現実のものとなるには，まだまだ乗り越えるべき課題も多い。本研究プロ
ジェクトの次の活動に期待したい。
小島弘道編著『校長の資格・養成と大学院の役割』
東信堂， 2004年， 6,800円
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